
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title

ビジネス・インキュベーションの理論と実践 : 米国の

ビジネス・インキュベーションの仕組みと北九州への

導入の試み

Author(s) 古瀬, 利博; 安永, 浩善; 内田, 健一

Citation 年次学術大会講演要旨集, 17: 278-281

Issue Date 2002-10-24

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/6712

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般論文



  

  

  

 
 

効
果
が
生
じ
て
お
り
、
 

Ⅱ
 
g
e
r
G
a
t
e
 

一
 

  

失
念
百
文
 

0
 
、
 
し
 ャ
越
文
会
 

に
ン
る
 

。
 
一
 

℡
 
新
チ
、
に
 

会
 
を
り
 
タ
 
6
%
 

や
に
ド
 

・
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  、
卒
 

、
ス
な
 

一
か
 
軒
 

 
 

ナ
ビ
 
に
 
べ
か
 
㎏
 

構
 
機
 

、
い
総
貿
 

な
 ワ
 
の
 
ス
 

f
 
華
 
、
 
Ⅰ
 
圭
 

  

 
 

、
 
の
る
化
の
 

ヒ
  
 

 
 

 
 

7
 
土
器
た
す
許
に
 

 
 

と
 

田
 

 
 

 
 

は
都
 

 
 

ュ
肝
ュ
の
 

を
 

 
 

 
 

 
 

ノ
れ
ス
 

 
 

 
 

 
 

 
 

一
部
 
ぺ
 

 
 ユ
 
1
 

ン
ュ
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
千
 
瀬
 
 
 

古
 

5
 O
 

 
 

 
 

ネ
お
期
肝
 

手
業
 
半
を
 

 
 

 
 業
速
 
の
 
援
最
 
り
い
 

2
A
1
 

一 278 一 



ProjeCt で、 20 ㎝年の夏に入居した l 社、 D 社の 2 社は、 米国での草案立ち 上げの過 
程で、 それぞれ米国企業との ビ ゾネス・巧がトションが 成立し、 事業化を前進させること 
となった。 その他、 Ⅱ C に入居していることで、 ア的 ・ラマⅠ Web 開発者、 技術翻訳者 

の紹介から、 銀行口座開設の 口添え、 就職希望の問い 合わせ等事業化に 必要なさま 
ざまな人材、 サービスにアクセスする 機会が多くあ り、 結果として、 事業化の初期 
リスクを低減する 機能をインキュベータが 有しているのであ る。 このような機能は 、 
他の インキュベータにおいてもあ り、 イ ン 特へ   リョン・ 咀 - ゲ Ⅱ同士が情報交換して、 さ 

らに、 ネッ トワークを広げている。 

TlC においては、 入居企業に対して、 法的サービスを 提供する「 社 、 簡易印刷など 

事務サポートを 提供する A 社など入居企業に 対する事業支援サービスで 起業化する 

ゲ、 ノチャーも入居しており、 Ⅱ n-Win の相互補完関係を 構築している。 

3 .  北九州テレワークセンタ 一でのインキュベーション 

小倉 駅北コ にあ るアジア太平洋インポートマートビル 6 階に北九州テレワークセ 
ンター は 、 2 0 0 0 年 4 月に開設した 都市型共同利用オフィス ( インキュベート 施 

設 ) であ る。 ここでは、 情報通信産業の 振興、 中小企業やべンチャ 一企業の支援、 

ビジネスサポート 機能の強化を 図り   新たな 屋 月機会の創出や 産業の活性化に 寄与 

することを目的にしている。 

この施設は総面積約 4 . 0 0 0 ㎡のオールフリーアクセスで 目的に応じていくつ 
かのエリア ( インキュベートオフィス 2 2 室、 サテライトオフィス ]5 室、 コミュ 二 

ケーションサロン、 共同利用会議室等 ) に分かれている 

テレワークセンタ 一の機能は、 S O H O ( S ma @ l Office Home Office) 、 I TrT べ 

ン チヤ一企業、 インキュベーター ( 入居企業 ) の 3 者に対する支援であ る。 ビジネ、 
スインキュベーションには 様々な方向性があ りそれぞれに 対する支援手法も 異なる 
ことから独自に 3 者の区分している。 ただし、 いずれにしてもヒューマンネットワ 
ークの形成はすべてに 関して必須の 条件となる。 

S 0 H 0 とは 、 本来ニューライフスタイルを 言うが、 ここでは 「個人もしくは 小 
人数で、 小さな事務所または 自宅をオフィスとして 情報機器等を 活用して営業して 

いる者、 またこれに向けて 起業化しようとしているもので、 もっばら既存のビジネス 

を展開するもの。 規模的には事業員が 1 0 人以下程度または 個人事業主。 」、 I T べ 
ンチャ一企業とはセンタ 一の内外・規模を 問わず、 「個人もしくは 小人数で佑輔機器 

等を活用して 新たに企業化する 者あ るいは、 起業化しようとしている 者で既存 き業 

の 延長上にあ るか、 又は全く新事業を 対象にし、 既存事業に拘束を 受けないもの。 」 

と考えている。 一方、 インキュベーターとはⅠ 丁 ベンチヤ一のうち 当 センタ一に入 

居し当センタ 一の支援を受けているものと 定義している。 
テレワークセンターは、 入居企業やテレワークセンタ 一に集まる S 0 H 0 、 ベン 

チャ一の自立的成長を 促し、 米国で構築されているようなネットワーキンバが 形成 
されるような 環境を醸成することを 目指し、 試行錯誤しながら、 インキュベーショ 
ン 機能を高度化させてきた。 

一 279 一 



センタ一入居者業態 別 一覧 センタ一内ベンチャ 一企業一覧 

ベンチャー企業 O 2 54% ， ンステム開発 1 3@ 57% 

企業内ベンチヤ 一   5@ % コンテンツ制作 /9  5 23% 

Ⅰ 下関連企業 (7 、 ノ ； 7 1 9% リエータ - 

- テナ、 ノト ) 情報配信   10% 

大学研究機関   8@ % S 0 H 0 エージェ   10% 

コンサ /L タント   1 1 % ン ト 

N@ P@ 0   3@ % 

4 . センタ一の機能 

テレワークセンターは 、 ① S 0 H 0 に対する機能、 ②Ⅱベンチャ 一企業に対する 
機能、 ③インキュベーション 機能の 3 つの機能を有し、 お互いが関連し、 補完試合 
ながら、 相乗効果をもたらすことを 期待している。 ここでは、 インキュベーション 

機能について、 紹介する。 

当 センタ一では、 集約メリッ トを狙い情報関連アンカーテナントと 1 下関連ベン 

チヤ一企業を 共同利用オフィスとして 同居させている。 アンカーテ キント の販路、 
社会的信用 力 、 商品生産能力等と、 1 下関連ベンチャ 一の持つ新規性の 相互依存関 
係を利用してコラボレーションの 成果を強化したいがためであ る。 しかし、 アンカ 
一 テナントからの 積極的なコラボレーションは 下請け的なビジネスであ り、 同等な 
パートナーシップを 形成するものではなかった。 ( 例えば、 W e b 制作の再々受注 ) 

一方、 スモールオフィス ( ベンチャ一企業 ) からのアクション、 あ るいはセンタ 

一に入居している S 0 H 0 エージェント、 ト一 タ ルコ一千 ィ ネーターを介しの ビジ 

ネス のコラボレーションは、 アンカーテナント、 ベンチヤ一企業を 間わず、 同等な 

パートナーシップが 形成され、 さまざまな事業を 展開している。 

( 例 ) W e b 制作のデザインとエンジン 開発 ( ベンチヤ一企業 x ベンチヤ一企業 ) 
企業管理システムの 構築 ( ト一タルコ一千 ィナ一 ター x ベンチヤ一企業 ) 

  ( ト一 タ ルコ一千 ィ チーター x x アンカーテナント ) 

1 下関連セミナ 一の受注 ( ベンチヤ一企業 x アンカーテナント ) 

当 センタ一の場合、 集約メリッ トによるコラボレーションはべンチヤ 一企業が主 
導権 を握る形で成立しているように 見受けられる。 
ソフト面での 環境整備では、 日常的支援業務として 様々な情報の 提供、 ビジネス 

マッチンバ、 弁護士等エンジェルプロバイダ 一等の紹介など 個々のニーズに 合わせ 

た 活動を、 必要な時にできるだけ 早く行動することが 前提となる。 

事業創出の最双線で 創業者などに 一元的な支援サービスをするのがインキュ ベ一 

ト 施設の役割であ る。 通常の施策では、 事業構想を持っている 者が公的機関を 利用 
する場合、 事業計画、 資金計画などといった 事業経営の一般的事業計画の 有無に終 
始 するのが常であ る。 起業家は十分な 収益の担保のないまま 人件費等の固定経費が 
発生する中で、 構想の具体化に 不慣れなため 悩んでいる。 従来の行政の 手法のよ う 
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